
　１．序論

　オートバイを日常的交通手段に選択した者にとっ

て、オートバイには安価、運転スペースや駐車スペ

ースが小さくてすむ、操縦が簡単、などの利点があ

る。一方で、オートバイは使用の仕方によっては人

命に影響を与える可能性がある。一部のアジア諸国

では、人々に最も人気がある交通手段がオートバイ

であり、これらの国々では、オートバイの数が急増

している。また一部の開発途上国では、現在非常に

人気が高い交通手段であるとともに、最大の交通問

題の一つでもある。人々がオートバイを所有する理

由は、以下の五つの長所にあると結論付けることが

でき、これらの長所を５Ａと表す。

①オートバイの方が乗用車よりも安価である。

②オートバイはあまりスペースを必要とせず簡単に

駐車できる。

③道路の収容能力を拡大できる。同じスペースで走

行できる車両数は、乗用車よりもオートバイの方

が多い。

④交通渋滞にあっても停車する必要がない。オート

バイは、乗用車の列を通り抜けることができる。
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オートバイ交通に対する分離の考え方

　ティエンペン・シュー＊　　

　台湾ではオートバイの交通量が多いため、他の車両からオートバイを分離する通行分離

の考え方がこの数年間奨励されてきたが、現在では、この考え方が台湾の交通管理で主流

となりオートバイの安全向上におおいに貢献していることが知られている。このアプロー

チで講ずる分離対策には２段階左折規制、停止線でのオートバイの優先発進待機ゾーン、

市街地でのオートバイ専用車線が含まれる。本論では、この考え方の基本と設計レイアウ

ト、さらには、これらの施策が交通能力に与える影響について説明する。オートバイ交通

工学という新しい分野の誕生につながる包括的な考え方が期待されている。この考え方は、

乗用車の視点のみに立った従来の考え方とは異なるオートバイ交通システム設計の考え方

の延長線上にある。
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⑤乗用車よりもオートバイの方が交差点で

素早く発車でき、高速で運転できる。オ

ートバイと乗用車では、効率も同等であ

る。

　オートバイを使用することには不便な側

面もあるが、低開発諸国や開発途上国では

経済的な問題の方が大きく、中国、インド、

マレーシア、台湾、タイ、ベトナムなどの

国々では近年オートバイの増加率が高まっ

ている。オートバイの短所は、以下の五つ

に結論付けることができ、これらの短所を５Ｄと表す。

①天候の影響を受ける。

②身体が防護されない。

③運転の仕方により不安定になる。

④乗員が多い場合は不便である。

⑤大量の物品を載せることが難しい。

　オートバイ保有率が高いので、交通システムにお

けるオートバイ交通の割合も大きく、オートバイ交

通を取り巻く問題を実務と理論の両面から調査する

必要がある。過去の乗用車中心の知識と照らして調

査すべき新たな問題点が数多く存在する。その主な

ものを以下に挙げる。

・オートバイ保有率と影響要因

・オートバイの使用と用途および属性

・オートバイ交通流の特徴と交通能力

・オートバイ交通の安全問題と安全改善対策

・経済に対するオートバイの貢献

・環境に対するオートバイの貢献

・オートバイ駐車の計画、設計、管理

・オートバイ交通の規制、管理、取締り

　オートバイ交通工学という新たな専門分野が期待

されている。しかし、最も重大な懸念事項は、安全

問題であり、これは、取締り、交通規制の欠如、オ

ートバイ専用走行空間がないことに関係する。

　本論では、オートバイを含めた混合交通状況の改

善を目的とした最初のタスクとして、オートバイに

関連した分離の考え方の立案を挙げる。この考え方

は、乗用車中心の従来の考え方とは異なるものであ

る。

　２．オートバイ所有率

　通常、国民所得水準が特定レベルに達するとオー

トバイ所有率が低下する。しかし、中国、インド、

マレーシア、タイ、台湾、ベトナムなどの一部の低

開発諸国や開発途上国では、経済成長に伴いオート

バイの数も増加している。特に台湾では、国民所得

水準が１人当たりＵＳ＄１０，０００を超えてもなお、オ

ートバイ台数は、依然増加している。台湾のオート

バイ台数とＧＤＰの推移をFig.1に示す。同国の発展

に歴史において、１９６９年以前は、オートバイの増加

率が乗用車の増加率や経済成長率を上回っていた。

Ｄｅｃ.，２００４ＩＡＴＳＳ　Ｒｅｖｉｅｗ　Ｖｏｌ．２９，Ｎｏ．３ （　）３３
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Fig. 1　台湾におけるオートバイとＧＤＰの推移
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Fig. 2　台湾におけるオートバイ、乗用車、ＧＤＰの増加率

Table 1　台湾の乗用車とオートバイの登録台数

全車両にオートバイが
占める割合（％）

人口千人当たりの
オートバイ台数

人口千人当たりの
乗用車台数他の自動車オートバイ乗用車年

６６．３６３７６１５５７５０，３７４７，８６７，３９６３，２３８，７５４１９９３
６４．９１３７９１９６７７２，０７６８，０３４，５０９３，５７０，４９７１９９４
６４．５２３９９１８１８１０，２４４８，５１７，０２４３，８７４，２０３１９９５
６５．０４４３１１９３８４３，０７６９，２８３，９１４４，１４６，４７５１９９６
６５．５０４６２２０３８８２，２１９１０，０５１，６１３４，４１１，９１１１９９７
６５．９６４８０２０７８８４，６０７１０，５２９，０４０４，５４５，４８８１９９８
６７，１６４９６２０４８４９，８６９１０，９５８，４６９４，５０９，４３０１９９９
６７．１１５１３２１２８８３，３００１１，４２３，１７２４，７１６，２１７２０００
６７．１８５２３２１５９０６，２５４１１，７３３，２０２４，８２５，５８１２００１
６６．９２５３２２２２９３３，８６４１１，９８３，７５７４，９８９，３３６２００２



その後、経済成長に伴いオートバイの増加率が低下

し、１９７０～１９９３年には乗用車を下回った。１９９４年以

降、交通渋滞と公共交通サービスレベル向上の遅れ

により、オートバイ増加率が再び上昇し、Fig.2に

示すように乗用車と同等の増加率を見せている。こ

の変遷と想定される背景事情はオートバイ増加率が

高い諸国にとって参考となる。１９９３～２００２年の台湾

の乗用車とオートバイの登録台数をTable 1に示す。

３年前よりオートバイ保有率は、人口１千人当たり

５００台を超えており、依然増加傾向にある。

　台湾でのオートバイ保有率の変遷を特徴づける現

象として以下がある。

・台湾では経済成長に伴いオートバイ保有率が減少

していない。これは、一部の先進国の経験と異なる。

・高い機動性の必要性、交通渋滞の悪化、駐車問題

がオートバイの所有や使用の動機となっている。

・安全問題は、オートバイ保有率に大きな押し下げ

効果をもたらしてはいない。

・台湾交通部による台湾国内でのオートバイ使用に

関する調査結果１）によれば、平均的家庭が保有する

オートバイと乗用車の数は、２００２年時点でそれぞれ

１．７２６台、０．８４３台であった。これからわかるように、

台湾の平均的家庭のオートバイ保有数は、乗用車保

有数よりも多い。

　これまでのオートバイ保有増加の歴史に続き、オ

ートバイを含めた混合交通によって引き起こされる

交通問題がますます深刻になり交通専門家を悩ませ

ることになるであろう。なぜならば、既存の交通知

識のほとんどは、乗用車の視点から発展したもので、

通常、オートバイの交通問題は、無視されてきたか

らである。ほとんどの場合、オートバイは、乗用車

の一部と見なされる。すなわち、オートバイはＰＣＥ

（Ｐａｓｓｅｎｇｅｒ Ｃａｒ Ｅｑｕｉｖａｌｅｎｔ：乗用車換算係数）とし

て計算される。しかし、ＰＣＥで反映できない数多く

のオートバイ特有の行動特性が存在する。

　混合交通システムは、通常、大混乱をもたらし危

険である。オートバイの視点での新たな考え方を推

奨すべきである。この点でも、オートバイ交通工学

という新分野に期待が寄せられている。

　台湾での自動車交通は、ほぼオートバイを中心と

した構造であり、Table 1に示すように過去１０年間、

全登録自動車の平均６６．０７％をオートバイが占めて

きた。そして保有率は、現在でも上昇している。こ

の見地からすると、オートバイが引き続き交通シス

テムの主体になると予想される。オートバイ交通が

もたらす問題点は、引き続き交通管理の最重要課題

と位置づけられるため、オートバイ交通の管理に関

する具体的な考え方を確立することが重要である。

　３．オートバイ交通量と走行スペース

　オートバイ保有率が高いと、当然オートバイ交通

量も多くなる。オートバイは、日常の交通手段として

使用されている。台北市の２００２年交通調査データ ２）

によれば、同市中心部の主要交差点１５カ所でのオー

トバイ交通量を例として挙げると、各方向に進行す

るオートバイ数は、１時間当たり１，２５２台から３，６９２

台までと幅広く、１時間当たりの平均台数は、２，６９５

台であった。これらの交差点でのオートバイ交通の

割合は、平均約５３．６％であった。すなわち、台北市

中心部の主要幹線道路でオートバイが１車線以上を

占めていたことになる。

　このことからも、オートバイ専用車線を設ける必

要があることは明白である。オートバイによって乗

用車、トラック、バスなどの他の自動車の通行が妨

げられてしまう状況を放置すれば、安全が危ぶまれ

ることになる。

　オートバイ交流量が多いと、混雑や通行権の混合

使用に起因する数多くの交通事故が発生する可能性

がある。台北のある交差点での既存の交通渋滞と道

路での交通混雑状況の一例をFig.3に示す。オート

バイ利用者がやみくもに乗用車の車列内に乗り入れ

国際交通安全学会誌　Ｖｏｌ．２９，Ｎｏ．３ 平成１６年１２月（　）３４
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（ａ）交差点

（ｂ）道路上

　　Fig. 3　台北でのオートバイを含む混合交通による渋滞



たり、その周辺を走り、安全と効率的な通行を妨げ

ている。ディスアレイ（整列の乱れ）率という新規パ

ラメータを使った調査によれば、オートバイ交通の

割合がオートバイのディスアレイ率に大きな影響を

与える。調査結果１１）をFig.4に示す。ディスアレイ

率（Ｄで表す）は、オートバイ走行距離１０ｍあたりの

平均横移動距離（ｍ）として定義される。Ｄ＝０．１５で

あれば、オートバイが１０ｍ走行することにより横方

向に平均で１．５ｍ逸れることを意味する。これが同

じ道路を走る他車両との衝突の原因となる。混入率

が０．５以下であれば、オートバイ交通の割合が大き

いほど、ディスアレイ率も高くなり、さらに危険な

交通状態となる。ただし、オートバイ交通の割合が

７０％を超えると、すなわち、混入率がα＝０．７とい

う車両の大半をオートバイが占めるという状態にな

ると、交通が比較的同質化されるため、ディスアレ

イ率は下がり、危険な状態も緩和される。オートバ

イは、他車両に走路を妨げられると、車両間に入り

込もうとする。その場合、ディスアレイ率も高くな

り、危険な状態となる。ディスアレイ率を下げて交

通状態を改善するには、交通をさらに同質化する構

想を検討すべきである。したがって、オートバイだ

けの通行を可能にする対策案の一つとして、特定の

車線をオートバイ専用に指定するという方法がある。

そうすれば、他の車線では別の自動車だけの交通が

可能となる。特にオートバイ交通量が１時間当たり

１，０００台を超えると、オートバイ専用車線を設ける

ことが妥当である。１時間当たりのオートバイ台数

１，０００台を閾値とするこの規則は、青信号比率ｇ／ｃｙ

＝０．５で１時間当たりの飽和交通量が、オートバイ

３，２００台の時のｖ／ｃが０．６であるサービスレベルＣの

単一オートバイ専用車線の交通量を大まかに考慮す

る時の大雑把な規則である８）。この場合、交通量

は、０．６×０．５×３２００＝９６０となる。この大雑把な数

値としては、大体量の１，０００を採用している。１時

間当たりのオートバイ交通量が１，０００台以上であれ

ば、オートバイ専用車線を考慮すべきである。これ

は、オートバイ交通量が十分多い場合は、オートバ

イ専用の対策が必要であることを意味する。

　交差点ではオートバイは、他の自動車の前に出て、

車群を形成する。信号が青に変わるまでの非常に短

時間で多くのオートバイが一斉に発進する。オート

バイは発信遅れをするが、一部は信号が青に変わる

前に停止線を通過する。オートバイの数が多い場合

は、乗用車の横を走ることになる。この場合、左折

するオートバイは、車線変更時に同一方向に走る車

両と衝突したり反対方向からまっすぐ来る車両と衝

突して大事故になる場合がある。事故データによれ

ば、オートバイが関連する事故のほとんどは、道路

での側面接触事故や交差点での直角衝突事故や正面

衝突事故である。すなわち、交差点エリアの車線や

左折／右折規制を再度見直す必要がある。

　４．通行分離の考え方と対策

　交通量が多い場合は、オートバイは専用車線を必

要とする。この問題を解決するために、１９９７年に筆

者が新たな通行分離の考え方を紹介し、オートバイ

のために道路レイアウトを全面的に変更することを

提案した３）。この考え方を裏付けるために、オー

トバイが関連する事故の徹底調査を行った１０）。

Table 2に示すように、オートバイ事故で最も多い

のが側面接触事故である。一方、台北中心部で発生
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Table 2　台湾南投郡で発生したオートバイ関連の事故タイプ

全事故に占める割合
（％）オートバイ事故タイプ

１９．２０直角衝突

７．５９正面衝突

８．０４追突

３８．８４側面接触

６．７０オートバイによる歩行者への接触事故

３．１２道路の窪みによる事故または転倒

５．８０固定物との衝突

１０．７１他のタイプの事故

Table 3　台湾の台北市中心部で発生したオートバイ関連事故
タイプ

道路（％）交差点（％）事故タイプ

５．７０２．５１正 面 衝 突

５９．８２３９．７３側 面 接 触

２０．５９４．４５追 突

１．８７０．６５他のタイプ

１２．２１５４．８９直 角 衝 突



した事故データを使い、交差点で発生した事故タイ

プと道路で発生した事故タイプを比較すると、

Table 3に示すように交差点と道路の両方で最も多

いのも側面接触事故である１０）。

　オートバイ関連事故タイプを見れば、改善のため

に講ずるべき対策がわかる。最も多い事故である側

面接触事故を防ぐには、オートバイ専用車線を設け

るか、内側車線へのオートバイの乗入れを禁止する

必要がある。直角衝突を防ぐには、オートバイの左

折／右折を見直す必要がある。従来の混合交通の考

え方から通行分離の考え方への切換えがカギとなる。

通行分離の考え方においては、オートバイ交通を他

の自動車交通から切り離す。この考え方をFig.5に

紹介する３）。

　オートバイを乗用車ＰＣＵ（Ｐａｓｓｅｎｇｅｒ Ｃａｒ Ｕｎｉｔ：乗

用車換算台数）に換算するＰＣＥの考え方では問題は、

解決されない。オートバイ数を直接考慮に入れて交

通システムを計画、設計する必要がある。特にオー

トバイ交通量が１時間当たり１，０００台を超える場合

は、ＰＣＥの考え方を交通システムに導入することは

適当ではない。この場合、オートバイ専用車線が必

要となる。全交通量でオートバイが占める割合が非

常に大きい場合は、別途対策が必要となる。ＰＣＥの

考え方を使用してもさまざまな交通形態が必要とす

る各種代替策に対応できない。なぜならば、おそら

く、ＰＣＵ交通量が同じであってもオートバイ交通

量がさまざまなケースごとに異なる道路レイアウト

を確保することが必要となるためである。混入率

（α）は、全交通量に対するオートバイ交通量の比率

を表す。例えば、Ｈｉｇｈｗａｙ Ｃａｐａｃｉｔｙ Ｍａｎｕａｌによれ

ば、道路上の需要が１時間当たり２，０００ＰＣＵであれ

ば、本来２車線が必要となる。オートバイのＰＣＥを

０．３に設定すると、以下の三つの結果が予想される。

【ケース１】２，０００ｐｃｕ＝乗用車１，００１台＋オートバ

イ３，３３０台×０．３；混入率α＝０．７７

幅３．５ｍの乗用車用１車線と幅２．０ｍのオートバイ用

１車線が必要となる。

【ケース２】２，０００ｐｃｕ＝乗用車１，８００台＋オートバ

イ６６６台×０．３；混入率α＝０．２７

乗用車とオートバイの共用車線が２車線必要となり、

縁石側車線を使用する必要がある。

【ケース３】２，０００ｐｃｕ＝乗用車２００台＋オートバイ

６，０００台×０．３；混入率α＝０．９７

幅３．５ｍの乗用車用１車線とオートバイ専用２車線

が必要となる。

　この場合、通行分離の考え方を取れば、オートバ

イの実際の交通量に合わせて三つの交通車線レイア

ウト案が作成される。交通量単位としてＶＰＨ（１時

間当たりの車両数）を採用し、考え方は多モード計

画の考え方となる。

　オートバイ走行スペースを他自動車の走行スペー

スから分離する通行分離の考え方の結論としては、

道路に専用車線を設けることができる。また、交差

点では、専用待機スペースを設けることができる。

交差点と道路に対する提案は、以下に挙げるように

全部で三つある。

�交差点でのオートバイの２段階左折規制を設ける。

�交差点でオートバイが待機、発車する優先発進待

機ゾーンを設ける。

�オートバイの内側車線への乗入れ、および／また

は都市部幹線道路でのオートバイ専用車線の設置

を禁ずる。

　５．通行分離対策

　５－１　２段階左折規制

　衝突例の多くは、オートバイが左折しようとする
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時に発生する自動車とオートバイの衝突である。オ

ートバイが道路規則に従った場合でもこれは発生し

得る。左折するオートバイが他の走行車両と衝突し

た場合、直角衝突や側面接触が発生する。２段階左

折規制を設けると、予想される衝突の一部を防ぐこ

とができ、事故件数が減少する。２段階左折規制に

従うと、左折するオートバイは、Fig.6に示すよう

に、近くのアプローチまで直進し、信号が次に青に

変わるまで待って交差点を通過しなければならない。

オートバイは、２段階左折を行うことにより、直接

左折した場合に発生し得る衝突タイプの一部を防止

できる。左折するオートバイに２段階左折規制を課

すと、交差点の交通の流れが簡素化される。

　オートバイの２段階左折規制は、１９８０年代よりＬｉｎ

等が提案してきたものである５）。当初、実験的措置と

して提案されたこの規制は、その後、次第に普及し

ても、それを設けるためのガイドラインがないため

に、待機ゾーンの設計不備が原因で、交差点で左折

待機中のオートバイと直進する他車両との衝突事故

が増えた。ただし、オートバイと歩行者との接触事

故は、オートバイが待機スペースに乗り入れる時に

発生する。２段階左折規制を設けた交差点で発生す

る事故と直接的左折を容認する交差点で発生する事

故との比較調査を行った結果、前者では事故発生頻

度に減少が見られたが、横断歩道内での歩行者への

接触事故や待機ゾーン内で待機中のオートバイへの

衝突事故などの一部の特定事故タイプが増加した１０）。

　新規事故タイプに関する問題に対処するために、

２段階左折規制を設けた交差点で発生した事故タイ

プの調査を行った。その結果として、横断歩道マー

クを待機ゾーン端部から０．８ｍ引っ込める規則が定

められた。Fig.7に示すように、これは、オートバ

イが待機ゾーンに入り込むためのスペースである。

１９９８年に筆者が提案したように、待機ゾーンのサイ

ズは、交差点の面積により幾分制限されるが、幅が

車線と同等か３．２ｍで、奥行がオートバイの長さプ

ラス０．５ｍの２．５ｍを最小とする。このサイズはFig.7

に示すように、路上駐車を考慮したり車線数に合わ

せて調整できる６）。

　５－２　オートバイ向け優先発送待機ゾーン

　オートバイが停止線で待って交差点から出る際の

衝突の機会を減らすために、優先発進待機ゾーンを

停止線のところに設け、オートバイの交通量が信号

１サイクル当たり１０台以上のグループを形成するも

のとする。親指ルールを用い、オートバイの交通量

を１時間当たり８００台以上と想定して、信号１サイ

クルの時間が通常９０秒の場合、ｇ／ｃｙは０．５で、信号

が赤の段階で待つオートバイが１０台となる。各オー

トバイは幅０．８ｍ長さ２．０ｍで１．６ｍ２の広さの基準ス

ペースが必要である。待機ゾーンの基本的な大きさ

は幅３．２ｍ縦４．５ｍで、約１０台のオートバイが止まれ

る。Fig.8にその見取り図を示した。しかしゾーンの

最小サイズは横１列のオートバイを考えて幅３．２ｍ

縦２．５ｍとすることができる。ゾーンの大きさはマ

ルチレーンの幅に応じて幅を広げ、また２列以上に

なって並ぶオートバイを想定し、交差点で利用でき

るスペースを限度として縦に２．０ｍずつ広げること

ができる。

　待機ゾーンはオートバイ専用車線と組み合わせて、

または待機ゾーンに移動するための短いオートバイ

専用セクションを設けることができる。その見取り
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図をFig.9に示す。

　オートバイの交通はピーク時に非常に偏る特徴が

あるため、ピーク時に信号待ちするオートバイがす

べて収まる十分なスペースを確保することは難しい。

混雑時には信号１サイクルの間に１００台を超えるオ

ートバイが待つ場合もある。したがってスペースは

需要に応じて設定されている訳ではなく、オートバ

イを一定のエリアに停車するよう、また現実にでき

るだけそのエリアに近く停車できるように誘導する

配置にしたがって設定されている。これにより交通

状況の改善がはかられる。Fig.10にその一例を示す。

　５－３　オートバイ専用車線

　オートバイ専用車線は車両通行の流れを遮断する

ことなく通り全体の安全性を促進する。専用車線は

オートバイ専用の横断スペースを確保するためのも

のである。オートバイはこのスペースを移動するこ

とで他の車両と離れて走行することができる。Fig. 

11に実際的に可能な配置を示した。オートバイ専

用車線の設定は内側車線でも外側車線でもよい。車

線設定は外側に駐車スペースあるいは沿道活動があ

るかどうかで決まる。外側に沿道活動がない場合は

オートバイ車線を外側車線に設定することができる。

そうでない場合は専用車線を内側車線に設定するこ

とが望ましく、外側の沿道活動エリアには、外側駐

車スペース、集配や荷物の積み降ろし作業のための

混合車線を設ける。Fig.12にオートバイ専用車線の

実際例を示す。

　オートバイ専用車線の幅はオートバイの平均的な

横幅の総和に基づいて設定され、オートバイの各側

面の車体間隔は１ｍおよび０．２５ｍとしている。した

がってオートバイ専用車線の最小幅は１．５ｍ（０．２５ｍ、

１ｍ、０．２５ｍ）に設定することができる。オートバイ

通行がかなり混雑する場合は、２本のオートバイ車線

が必要となると考えられる。２車線のオートバイ専

用車線の合計最小幅は２．５ｍと考えられる。しかし、

道幅に余裕があればこれを３．０ｍに設定することが

望ましい７）。オートバイ専用車線内には、自動車

通行に用いられるものと同様の、ただしマーキング

間の間隔が短い車線マーキングを描くことを推奨す

る。自動車とオートバイの車線配置はFig.13に示さ

れるように相互に組み合わせることが可能である。

　しかし、数多くの既存の街路ではオートバイ専用

車線のスペースが確保されていない。街路の幅を広
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げることは困難である。十分にスペースがとれない

のであれば、オートバイ専用車線を考えることはで

きない。通常こうした条件では、オートバイ専用車

線を設定するために街路幅を広げる必要はない。お

そらくオートバイ用の車線を別に設ける必要はなく、

オートバイ用の専用スペースを設けるために、既存

スペースの配置を再調整する方がよい。オートバイ

専用車線は通行車線全体にわたりオートバイが散ら

ばることのないよう専用車線を設けるという単純明

快な目的がある。Fig.14に示される例では、３車線

の街路があり、各車線の幅がそれぞれ３．５ｍである

ところを、オートバイ専用車線に最小幅で１．５ｍを

割り当て、他の車線はそれぞれ３．０ｍ幅となるよう

調整し直すことが可能である。

　６．実績評価

　６－１　２段階の左折規制

　交差点での２段階の左折規制はオートバイ事故を

減少させた。報告されている事故データの分析によ

ると、２段階の左折規制が実施されている交差点で

はオートバイを巻き込む事故は従来に比べかなり減

少している１０）。２段階の左折を実施している交差

点でのオートバイを巻き込む事故を、オートバイが

直接左折する交差点での事故と比較すると、２段階

の左折規制が実施されている交差点の数が直接左折

の交差点よりも多いにもかかわらず、事故件数は大

幅に少なくなっていた。Table 4がその実績を示し

ている。不適切な待機ゾーンの配置に起因する可能

性のある将来的な事故を防止するために、左折規制

をどの地点で実施するかを決定し、その実施に向け

た基準を設定することが重要である。用いられてい

る配置は前出のFig.13を参照することができる。２

段階の左折規制を制度化するためのルールはTable 

5の基準をよりどころとすることができる。この場

合のルールは、進入路が３車線以上で、信号１サイ

クルの間に６台の左折オートバイ、または１時間当

たり２００台以上の左折オートバイがあることを想定

して、２段階の左折規制を定めるというものである

 ６，１２）。

　６－２　オートバイのための優先発進待機ゾーン

　オートバイのための優先発進待機ゾーンを設置し

たから以下のようなプラス効果があったことは明ら

かである。

・自動車とオートバイ両方の飽和交通流率が高まっ

たことから交差点の車両容量が大きくなった。
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Fig. 13　オートバイ専用車線の配置と幅の例
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Fig. 14　オートバイ専用車線のスペース確保のためにスペー
スの再調整を行う

Table 4　２段階左折規制を実施している交差点とそうでない
交差点の事故発生状況比較

直接左折の交差点で
オートバイが
巻き込まれた
事故の件数

２段階左折実施の
交差点でオートバイ
が巻き込まれた事故
の件数

オートバイ事故の
タイプ

４８．６７％７３５９．４６％４４直角衝突

２．００％３０％０正面衝突

８．６７％１３８．１１％６追突

側面衝突

０％０２．７０％２　－対向車両と

１３．３３％２０２０．２７％１５　－同方向の車両と

２７．３３％４１９．４６％７　－方向転換との複合

１００．００％１６０１００．００％６５合計

８３
左折オートバイに
より歩行者が
立ち往生



・オートバイ利用者と他の車両利用者との衝突が減

少した。

・オートバイが歩行者用の横断歩道に停車して歩行

者の通行を妨げることがなくなった。

　またこの措置は待機中のオートバイ利用者と赤信

号待ちの車両との衝突の可能性を緩和することにも

役立っている。Fig.15およびTable 6に示されるよう

に、交通現場調査の結果から見て、外側混合車線と

自動車用の内側車線の流れが改善されたことから、

オートバイ通行の飽和交通流率が高まったと考えら

れる。外側車線は混合車線であり、オートバイと自

動車は同じ車線を走行する。優先発進待機ゾーンの

設置により、オートバイは待機ゾーンに集まるよう

になり青信号の開始後にいっせいにスタートする。

オートバイによる妨害がない状態で、自動車通行の

飽和交通流率が高まることになる。待機ゾーンに集

まっていっせににスタートするので、オートバイの

飽和交通流率もまた高まることになる。台北の主要

交差点での事前事後の調査から得られた自動車とオ

ートバイの飽和交通流率をFig.15に示す９）。オート

バイのための優先発進待機ゾーン設置前後の自動車

とオートバイに関する飽和交通流率と遅延状況の比

較をTable 6に示す。これらにより、優先発進待機

ゾーンはオートバイ通行量の多い交差点の交通改善

に有効な手段であることが証明されている。

　６－３　オートバイ専用車線

　オートバイ専用車線に関連して以下のように複数

のプラスの側面が見て取れる。

・オートバイが他の自動車と分離され、安全性が高

国際交通安全学会誌　Ｖｏｌ．２９，Ｎｏ．３ 平成１６年１２月（　）４０

ティエンペン・シュー１９６

Table 5　オートバイの２段階左折規制のための基準

２段階規制設定のための最低基準オートバイの２段階左折規制のための基準

３車線以上１．進入路の車線数

この要件が満たされていない場合、事故防止の信号指示に
より左折するようにするか、オートバイの左折を禁止する

２．待機ゾーンを区画するためのスペースが
あるか？　スペース要件はFig.7、8に表示

衝突量Ｃｖ＝左折オートバイ台数×直進車交通量
通常、オートバイ左折量は１時間当たり５０～１００回程度で
ある。
（ａ）２車線進入路：Ｃｖ≧６．４８×１０４または左折オートバイの

台数≧５０（１時間当たり）かつ交通量≧１，０００台／時
（ｂ）３車線進入路：Ｃｖ≧７．４９×１０４または左折オートバイの

台数≧６０（１時間当たり）かつ交通量≧１，２００台／時
（ｃ）４車線進入路：Ｃｖ≧１．３０×１０５または左折オートバイの

台数≧８０（１時間当たり）かつ交通量≧１，５００台／時
（ｄ）５車線進入路：Ｃｖ≧１．８０×１０５または左折オートバイの

台数≧９０（１時間当たり）かつ交通量≧１，８００台／時

３．左折オートバイと直進車との衝突量予測

Table 6　優先発進待機ゾーン設置前後の効果に関する調査結果

自動車交通オートバイ交通優先発進待機ゾーン
設置前後の効果 設置後設置前設置後設置前

１，８０１台１，４９２台１１，０４０台７，６６８台飽和交通流率

（１時間当たり、外側混合車線）（１時間当たり、青信号の最初の６秒間
のデータを使用）（ｖｅｈ／ｈｒ）

１，９５０台１，９０１台

（１時間当たり、内側車線）

設置後自動車１台当たり４．３秒の短縮設置後オートバイ１台当たり４．８秒の短縮遅延改善効果

1
0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

3.5

4

2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13

発
進
時
間（
秒
） 

連続する車両数 

0

2

4

6

8

10

12

14

3 6 9 12 15 18 21 24 27 30

オ
ー
ト
バ
イ（
3
秒
当
た
り
台
数
） 

青信号点灯時間（秒） 

待機ゾーンの設置前 待機ゾーンの設置後 

Fig. 15　優先発進待機ゾーンの設置時と非設置時で比較した
オートバイ交通と自動車交通の飽和交通流率



まる

・オートバイ交通の流れをより容易に検知できるよ

うになり、より合理的なオートバイ交通管理が可能

になる

・秩序立った交通の流れに貢献し、街路の設計と景

観が改善される

　台北市中心部の最初のオートバイ専用車線の実験

的な研究成果８）から、以下に示される七つの指標が

その実績を評価するために選択された。

�オートバイ用の走行スペースへの集中化が進んで

いる

�交差点交通容量が２５％（ＰＣＵ）増大した

�１０ｍごとの移動についての横方向逸脱と定義され

る混雑率（Ｄ）が３１％低下した

�オートバイ通行の移動速度が４８．３％増大、同時に

自動車速度が１５％減少した

�交差点でも道路上でも衝突危険度が減少した

�オートバイ専用車線設置後３カ月間の間に事故件

数が２件から０件に減少した

�オートバイについては遅延が２３．７％、自動車につ

いては２０．６％縮小された

　Table 7は台北市中心部に設置されたオートバイ

専用車線がもたらした非常に顕著な効果を示してい

る。

　７．結論と提言

　従来の交通エンジニアリング理論はすべて西洋諸

国の経験を踏まえて構築されており、自動車を中心

に据えて考察するものであった。しかし一部のアジ

アの国々の交通発展の歴史を見ると、高い割合のオ

ートバイが利用される混合交通の状況にあることが

わかる。台湾はその典型的な例である。既存の交通

システムはＰＣＵに基づいて構築されており、オー

トバイが氾濫する混合交通の現状に適していない。

　本論では、高い割合で存在するオートバイを交通

計画立案と設計の段階で考慮した通行分離の考え方

について幅広く触れたが、この考え方は台湾の交通

状況を管理する上で改善をもたらしうる。この分離

の考え方は、オートバイ専用車線、優先発進待機ゾ

ーン、および２段階左折規制の三つの方法を柱とし

て実施される。これらの手段の実施により、オート

バイの混在する交通システムという条件下で交通の

安全と効率の向上がはかられる。将来の見通しから

すると、オートバイは今後しばらくはアジア各国の

移動手段の主流となる可能性が高く、したがってオ

ートバイの事故率が高いことを踏まえた、交通安全

の向上と効率的な交通システムの確保は今後も重要

な課題であり続けるであろう。安全性向上をはかる

ことで、このオートバイという移動形態はそのコン

パクトで機動性に富んだ特性から市街地の渋滞エリ

アを走行するのに最も効果的な手段となりうるもの

である。
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Ｃｏｎｆｅｒｅｎｃｅ ｏｆ Ｔｒａｎｓｐｏｒｔａｔｉｏｎ Ｓａｆｅｔｙ， ｐｐ．３７５‐

３８４， １９９７ （ｉｎ Ｃｈｉｎｅｓｅ）

１１）Ｈｓｕ， Ｔ．‐Ｐ．：Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ ｏｆ Ｉｎｔｅｌｌｉｇｅｎｔ 

ｍｏｔｏｒｃｙｃｌｅ ｔｒａｆｆｉｃ ｓａｆｅｔｙ ｃｏｎｔｒｏｌ ｍｏｄｅｌ， ｆｉｎａｌ 

ｒｅｐｏｒｔ， Ｒｅｓｅａｒｃｈ ｏｆ ＣＥＣＩ Ｃｏｎｓｕｌｔａｎｔ Ｃｏｒｐｏ-

ｒａｔｉｏｎ， ２００３ （ｉｎ Ｃｈｉｎｅｓｅ）

１２）Ｈｓｕ， Ｔ，‐Ｐ．， Ｃｈｅｎ， Ｐ． Ｃ．：Ｃｒｉｔｅｒｉａ ｆｏｒ ｍｏｔｏｒ-

ｃｙｃｌｅ ｌｅｆｔ‐ｔｕｒｎ ｒｅｇｕｌａｔｉｏｎ ａｔ ｓｉｇｎａｌｉｚｅｄ 

ｉｎｔｅｒｓｅｃｔｉｏｎｓ， Ｊｏｕｒｎａｌ ｏｆ Ｔｒａｎｓｐｏｒｔａｔｉｏｎ 

Ｐｌａｎｎｉｎｇ， Ｖｏｌ．２９， Ｎｏ．２， ｐｐ．３６９‐３９６， ２０００ 

（ｉｎ Ｃｈｉｎｅｓｅ）
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